
１ 立地適正化計画とは(本編第１章・第２章) ３ 居住誘導区域(本編第４章)

明石市立地適正化計画(案)概要版(１/２)

＜参考図＞居住誘導区域及び都市機能誘導区域図

⑴ まちづくり方針とは
・上位・関連計画の将来像を踏まえ、現在の良好な住環境を維持し、誰もが便利で安心して暮らすことができる持続可
能なまちづくりを推進するために設定するまちづくりの基本方針及び居住、都市機能などの誘導方針

【上位計画における将来像】

【本計画で解決すべき課題】

【まちづくりの基本方針】

【誘導方針】

⑴ 策定の背景
【全国の情勢】
・人口減少・少子高齢化が急速に進行
・経済規模の縮小などによるインフラサービスや商業・医療・福祉といった都市における生活サービス水準の低下が懸
念

・頻発・激甚化する洪水、津波、土砂災害、地震などの自然災害への対応が急務
【本市の情勢】
・現在、良好な居住地が形成されており、10年連続人口増加中も、将来的には人口は緩やかに減少傾向に転じると予測

⑵ 立地適正化計画とは
・都市計画区域を対象に都市計画法を中心とした従来の土地利用の計画に加え、都市再生特別措置法に基づき自治体が
策定する計画

・市街化区域内に居住機能を誘導する区域(居住誘導区域)を設定し、居住誘導区域内に医療、保健、子育て、商業、行
政の窓口機能などの都市機能を誘導する区域(都市機能誘導区域)、誘導する施設(誘導施設)などを設定

⑶ 明石市立地適正化計画の構成
・策定主体 明石市
・対象区域 市内全域(都市計画区域)
・目標年次 おおむね20年後の2042年度
・主な記載事項 ・まちづくり方針

・居住誘導区域
・都市機能誘導区域
・誘導施設
・誘導施策
・防災指針
・目標指標など

『誰もが安心・安全に暮らせ、持続可能でコンパクトなまちづくり』を推進

立地適正化計画イメージ図

２ まちづくり方針(本編第３章)

①「誰一人取り残さない」住みよい環境の維持・向上
・現在の居住地を踏まえた居住誘導区域の設定
・誰もが快適に暮らせる住みよい環境に配慮した居住環境
の形成

②「住み続けたいまち」として本市のさらなる魅力
の向上

・JR・山陽明石駅を中心拠点、地域の中心となる駅
を主要地域拠点とした都市機能誘導区域の設定

③高齢化や多様なライフスタイルに対応した都市構造の構
築

・中心拠点や主要地域拠点に都市機能を適正に誘導
・公共施設の集約や複合化
・円滑な公共交通ネットワークの維持

④災害弱者の増加などを踏まえた災害に強い都市構
造への転換

・防災だけでなく減災についての施策の確認
・徒歩や自転車で移動しやすい拠点の形成

・多様な人にとって住みやすい居住環境の維持・向上 【居住環境】
・にぎわいのある拠点の形成及び計画的な土地利用 【拠点及び市街地形成】
・都市機能の維持・向上 【都市機能】
・誰もが移動しやすい公共交通ネットワークの維持 【公共交通】
・災害リスク対策の検討 【防災】

「あかしＳＤＧｓ推進計画(明石市第６次長期総合計画)」

ＳＤＧｓ未来安心都市・明石
～いつまでも すべての人に やさしいまちを みんなで～

「明石市都市計画マスタープラン」

やさしさ・豊かさ・活力が持続する
未来安心都市・明石

みんなが快適に暮らすことができる～未来安心都市・明石～

⑴ 都市機能誘導区域とは
・居住誘導区域内において、中心拠点や主要地域拠点に都市機能を誘導・集約することにより、サービスの効率的な提
供が図られるよう都市機能を誘導すべき区域

⑵ 区域の設定
・施設の立地状況、公共交通、大型プロジェクトなどの現状及び将来見通し、上位・関連計画における拠点形成の考え
方などを勘案し、設定

【地域及び拠点】 【範囲設定】

５ 誘導施設(本編第５章)
⑴ 誘導施設とは
・居住者の利便性の向上が図られるよう、都市機能誘導区域ごとに立地を維持・誘導すべき都市機能増進施設

⑵ 誘導施設の種類・都市機能誘導区域ごとの設定
・都市機能誘導区域ごとに地域特性、今後の施設整備予定などを踏まえ、設定

４ 都市機能誘導区域(本編第５章)

地域 拠点(拠点の種類)

明石東部地域
JR・山陽明石駅(中心拠点)
JR朝霧駅(主要地域拠点)

西明石地域 JR西明石駅(主要地域拠点)

大久保地域 JR大久保駅(主要地域拠点)

魚住地域 JR魚住駅(主要地域拠点)

二見地域
山陽東二見・西二見駅
(主要地域拠点)

設定の考え方 具体的な設定基準

徒歩、自転車など
により容易に移動
できる範囲

・拠点となる駅から半径800mを目安と
した区域

一定程度の都市機
能が充実している
範囲

・商業地域又は近隣商業地域に該当す
る区域

・主要な公共公益施設、大規模商業施
設などが立地する区域

機能 誘導施設の種類 施設例
明石東部
地域

西明石
地域

大久保
地域

魚住
地域

二見
地域

行政
行政窓口機能を有
する施設

市民センター、サービス
コーナー

○ ○ ○ ○ ○

保健 保健施設 保健所 ○

子育て 子育て支援施設 児童相談所、こども広場 ○ ○

商業 大規模商業施設 大型ショッピングセンター ○ ○ ○

医療 地域医療支援病院 市民病院、医療センター ○ ○

教育・
文化

社会教育施設 図書館、博物館等 ○ ○ ○ ○ ○

文化・交流施設 市民会館等 ○ ○ ○ ○

⑴ 居住誘導区域とは
・市街化区域内において、一定エリアで人口密度を維持することにより、生活サービスやコミュニティが持続的に確保
されるよう、居住を誘導すべき区域

⑵ 区域の設定
・本市は、大部分が市街化区域で、人口密度や交通利便性が高く、既に「住みたいまち」としての住宅基盤づくりが進
み、将来も大幅な人口減少が見込まれないことから、基本的に市街化区域全域を居住誘導区域に設定し、居住区域の
現状維持を図る

・各種法令、都市計画運用指針に示された基本的な考え方、市街地状況などを勘案し、設定
・都市公園など関係法令で住宅の建築が制限されている区域は、居住誘導区域内でも住宅の建築は不可
【居住誘導区域に含まない区域】
◆市街化調整区域 ◆保安林の区域 ◆土砂災害特別警戒区域 ◆工業専用地域 ◆特定工場用地



＜参考図＞各地域の都市機能誘導区域図
明石東部地域(JR・山陽明石駅周辺、JR朝霧駅周辺区域) 西明石地域(JR西明石駅周辺区域) 

大久保地域(JR大久保駅周辺区域) 魚住地域(JR魚住駅周辺区域)

二見地域(山陽東二見駅、山陽西二見駅周辺区域)

７ 届出制度(本編第７章)
⑴ 届出制度とは
・居住誘導区域外の住宅開発などの動きや都市機能誘導区域内外の誘導施設の整備の動きを把握するための制度
・対象となる行為に着手する日の30日前までに届出が必要

⑵ 届出の対象

【住宅(戸建て住宅、共同住宅及び長屋等の用に供する建築物)】(寄宿舎や老人ホームは含みません)

６ 誘導施策(本編第６章)
⑴ 誘導施策とは
・まちづくりの基本方針や誘導方針の実現に向けて、居住誘導区域への住居の誘導、都市機能誘導区域への都市機能の
誘導及び各区域を結ぶ公共交通ネットワークの形成を実現するために推進する施策

⑵ 具体的な取組
・上位計画「あかしＳＤＧｓ推進計画(明石市第６次長期総合計画)」とともに策定された「あかしＳＤＧｓ前期戦略計
画」における取組に則して推進

①居住誘導に関する施策
・安全で快適な市街地環境の整備、良好な住環境づくりなど

②都市機能誘導に関する施策
・公共施設配置の適正化、子育て支援など

③公共交通等に関する施策
・公共交通ネットワークの維持、交通安全対策の充実など

④防災に関する施策
・災害リスクの周知・監視体制の強化、避難誘導
や避難所等の充実など

８ 防災指針(本編第８章)
⑴ 防災指針とは
・頻発・激甚化する自然災害に対応するため、居住や都市機能の誘導と併せて、自然災害に対する防災に関する機能確
保を図るための指針

【防災上の課題】
・本市の広い範囲で洪水や高潮の浸水想定区域が指定さ
れているが、津波や土砂災害の被害想定箇所はごく一部

・災害の危険性の高いエリアにおいて、防災、減災の観点
から災害に強いまちづくりを進めることが必要

【防災まちづくりの将来像】

⑵ 具体的な取組
・上位計画「あかし安全のまちづくり計画」、関連計画「明石市地域防災計画(明石市水防計画)」の取組に即して推進
・取組については、平常時から常に備えておくべき事項であるため、具体的な実施期間を設けず、継続的に検討、改善

災害リスクエリア図

９ 目標指標と進行管理(本編第９章)

⑴ 目標指標
・本計画の計画期間をおおむね20年間(目標年度：2042年度)と設定しており、誘導施策の進捗状況、その効果などを把
握するため、定量的な４つの目標指標を設定

⑵ 進行管理
・社会経済情勢の変化や上位・関連計画の改定、誘導施策の進捗状況などに応じて、おおむね５年ごとに計画を見直す

目標指標 現況値 目標値

①居住誘導区域内の人口密度 78.4人/ha 78.4人/ha

②都市機能誘導区域内の誘導施設数 25施設 25施設

③公共交通利用圏 91.8％ 90％以上

④避難所・避難場所の避難圏域の人口割合 99.7％ 99.7％

対象となる区域 対象となる行為

居住誘導区域外
(開発行為)

３戸以上の住宅の建築目的の開発行為
1,000㎡以上の規模の１戸又は２戸の住宅の建築目的の開発行為

(建築行為)
３戸以上の住宅を新築する場合
建築物の改築又は用途を変更し、３戸以上の住宅とする場合

◆災害リスクの周知
・災害リスクに関する情報の共有、複数の通信手段の確保など

◆避難誘導や避難所等の充実
・市民の避難行動の支援、要配慮者のための
避難環境の整備など

◆災害に強いまちづくり
・安全な市街地の整備、総合的な浸水対策の実施など

洪水浸水想定：想定最大規模
高潮浸水想定：想定最大規模(破堤なし)

・災害リスクの周知
・適切な避難誘導や避難路の確保
・避難施設機能の維持・向上
・災害時要援護者への適切な支援

災害リスクを知り 市民とともに築く
防災・減災のまちづくり

対象となる区域 対象となる行為

都市機能誘導区域外
(開発行為) 誘導施設を有する建築物の建築目的の開発行為

(建築行為)
誘導施設を有する建築物を新築する場合
建築物を改築又は用途を変更し、誘導施設を有する建築物とする場合

都市機能誘導区域内 誘導施設を休止又は廃止する場合

【誘導施設】
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